
我が国のイノベーションシステムの強化に係る基本的考え方 
 イノベーションは、産、学、公的機関等多様な主体が連鎖し、様々な工程を経て実現。 
 各主体の役割を明らかにした上で、イノベーションを創出するシステムの構築に向け、事後評価可

能な指標を設定して、実効性ある具体策に取り組むことが必要。 

6 

大学 
・独創性の高い基礎研
究の実施が最大の
役割 

基礎研究機関 
・大規模・組織的研究
等、大学では不十分
な基礎研究に取組む
役割 

企業 
・研究開発成果の事
業化の担い手 

・事業化にあたって
のリスクテイク 

・オープンイノベー
ションの積極化 

・中堅・中小・ベン
チャーの活躍 

「橋渡し」を担う公的研究機関（産総研等） 
・企業ニーズを先取りし、事業化につながる研究を実施 
・企業同士や産学のネットワーク化 
・企業が利用できる研究開発拠点や共通基盤的施設の整備 
・人材の流動化や育成への寄与 

ベンチャー企業 
・既存企業によるベンチャー
の買収等によって「橋渡し」 

・国の起業・成長支援も重要 

ファンディング機関（NEDO等） 
・個別の産学連携では困難な、より革新的
で複雑な研究開発のマネジメント 
・リスクテイク、多様な主体のネットワーク化 

イノベーションを担う人材の育成と流動化  ・各主体の体制強化・システム構築と一体的に人材育成・流動化を推進 

企業のオープンイノベー 
ションの強化（着手済） 

橋渡し機能の強化（着手
済） 

※大学の強化が必要 

基礎研究力の強化 

人材育成・流動化 



＜参考＞ ドイツのイノベーションシステムの全体像 
○ドイツでは、イノベーションシステムを担う各主体のミッションが明確に設定されており、その下で各主体が具体
的な役割を果たし、効果的にイノベーションを創出。 

○産業応用を担う工科大学等においても、企業からの資金獲得を重視するフラウンホーファーモデルを採用。 
○基礎研究を担うマックスプランクは、優れた論文を書いているかで評価。研究者が研究に没頭できるよう、8割
以上の資金が基盤助成（非競争資金）。 
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中小・中堅企業 

産業応用機関 産業界 

 
     
      受託研究  
（企業Aから100％提供） 

 

『企業の投資判断の下での研究』 

コ
ア 

将
来
の
事
業
ニ
ー
ズ 

・  産業界から受託可能できる分
野を目利き。 

・  コア技術は知財化・保持、多
方面に展開 

   大企業 

中小・中堅企業 

中小・中堅企業 

中央研を 
縮小・廃止 

基礎研究機関 

大 学 

マックス 
プランク
（MPG） 

『5-10年後、産業界に売
れる技術分野を目利き』 

所内研究 

知財
化 
知財
化 
知財
化 

事
業
化
に
向
け
て
技
術
・リ
ソ
ー

ス
が
不
足 

コ
ア 

有
望
な
技
術
シ
ー
ズ 

 
     
      受託研究  
（企業Bから100％提供） 

 
      受託研究  
（企業Cから100％提供） 

強力なマーケティング機能 

事
業
化
へ
の
移
行 

企業受託研究額を最重視、予算配分反映 【FhGの仕組み】 

フラウンホーファー（FhG） 
州の公的研究機関 

産業応用を担う工科大学 

基盤助成 
（連邦・州） 

中小企業の公的 
研究機関・大学の
活用に向けた助成 
（連邦・州） 

 国際展示会の出展支援、 
 海外市場視察ツアーの実施、 
 個別相談等の支援 
（州政府傘下の実務機関（公社等）） 

技
術
シ
ー
ズ
の
汲
み
上
げ 

（
ア
カ
デ
ミ
ア
と
の
広
範
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
） 

スピンオフ・ベンチャー 

基礎研究 応用研究・開発       実証 事業化・販路開拓 

・基盤助成 
  （連邦・州、全収入の1/3） 
・競争的資金 
  （連邦・州・EU、全収入の約1/3） 

クロス・アポイント 

人材 
流動化 

人材流動化 

博士課程学生 

大学では難しい
実践的博士人材

育成を実施 



① 応用研究を前期段階と後期段階に分け、原則として前期段階は国の資金により、後期段階において
は企業からの受託により研究を実施（事業化のコミットメントの最大化）。  

② 企業からの獲得資金を評価指標とした上で、現行（総事業費約９４０億円のうち約５０億円）の 
３～４倍とする目標を設定。 

③ 前期段階では、マーケティング機能を強化し、将来の産業ニーズ等を反映した研究を集中的に実施。 
④ 大学から人材を研究室ごと受け入れることなどにより技術シーズを積極的に取り込む。 
→ 2015年度からの中期目標、中期計画に反映し、改革を実行。 

  

産業技術総合研究所 
「橋渡し」を主要ミッションとして明確化 
「橋渡し」について企業からの獲得資金を重視した評価 

産業界 大学等 

大 学 

研究室ごと 
受入れ 

優秀な博士課程学生
の受入れ 

独自研究 
 
 

 
 
 
 

マーケティング
機能強化 

ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
制
度 

受託研究 

「橋渡し」研究者への 
インセンティブ付与 

戦略的知財管理 

受託研究 

事業化の
コミット 

育成・支援 

ＮＥＤＯや 
公設試との連携 

 

大企業 

中堅・中小企業 

ベンチャー 

受託研究に 
結びつく研究： 
前期段階 

企業のコミットメント 
を得た研究： 
後期段階 

基礎研究 事業化 応用研究、開発・実証 

産業ニーズと技術動向
を踏まえた研究テーマ

の設定 
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産総研の「橋渡し」機能強化 

「橋渡し」 
につながる 
目的基礎 

研究 
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